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第１ 身近な犯罪に強い社会の構築 
 
１ 防犯ボランティア活動等の促進 
 
① 防犯ボランティア団体に対する支援等の充実 
 
 防犯ボランティア団体の活動を社会に定着させ、更なる発展を図るため、関

係行政機関の連携を一層強化し、防犯ボランティア団体に対する経済的支援、

及び犯罪や防犯等に関する情報提供の充実を図るとともに、ポータルサイトの

活用等を通じ、防犯ボランティア団体間における好事例等の情報共有を促進す

ることにより、防犯ボランティア活動の質の向上を図る。また、あらゆる機会

をとらえた広報啓発活動等の実施により、更なる防犯ボランティア活動への参

加促進を図るとともに、安全・安心なまちづくりの日関連行事の継続的な実施

を始めとした防犯ボランティア団体の更なる士気高揚策を検討する。 
 
② 地方公共団体による自主防犯活動に対する支援の充実 
 
 安全・安心まちづくり条例の制定促進等を通じ、防犯ボランティアのリーダ

ー育成や防犯ボランティアが安心して活動できる環境づくりを含め地方公共団

体による自主防犯活動に対する支援の充実方策について検討する。 
 
③ 的確な犯罪情報・地域安全情報の提供 
 
 自主防犯活動の更なる活性化を図るため、犯罪の発生状況や防犯対策を講ず

る上で参考となる具体的な情報等をウェブサイトや電子メール等の多様な媒体

を活用して、即時に、かつ、分かりやすく提供する。また、危険を予測する能

力を高めるとともに、地域の連帯感を強めるため、地域安全マップの更なる普

及を図るとともに、適切な作成方法の啓発を推進する。 
 
④ 企業等による自主的な犯罪抑止対策の促進 
  
 企業が、自らに直接関係する犯罪の防止に向けて取り組むとともに、地域社

会の一員として、地域の企業従業員及び住民による犯罪抑止活動を支援するな

ど、安全で安心な社会の実現に向けた取組を行うことを、経済団体等と連携し

ながら促進する。 
 
２ 犯罪に強いまちづくりの推進 
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① 官民協働による犯罪の発生しにくいまちづくりの推進 
 
 地方公共団体、地域住民、事業者等から成るまちづくり協議会等の各種取組

の活性化、中小商業活力向上事業、農山漁村活性化プロジェクトに関する財政

支援の活用等により、まちづくりの一環として、繁華街・歓楽街の再生を図る

ほか、道路、公園、商店街、駅、大規模集客施設、金融機関等について、犯罪

抑止に配慮した環境設計の導入や防犯カメラ等の防犯機器、刺
さ す

股
ま た

等の防御資機

材等の設置を促進するとともに、これらの管理者等への防犯指導を行う。また、

防犯性能の高い建物部品（ＣＰ部品）の更なる普及促進等により、防犯に配慮

した共同住宅や戸建て住宅の普及を図る。なお、街頭防犯カメラの設置に当た

っては、個人のプライバシーにも配慮しつつ、効果的な設置・運用の在り方に

ついて検討する。あわせて、生活安全産業としての警備業の質の向上を図る。 
 
② 個人の住まいへの防犯カメラ等の普及促進 
 
 犯罪から平穏な生活を守るため、個人住宅等における防犯カメラ、犯罪に強

い性能を有する製品の普及に向けた地方公共団体による自主防犯活動に対する

支援方策について検討する。 
 
③ 道路周辺の映像を表示するサービスに係る防犯対策等の検討 
 
 実在する道路周辺の映像をインターネット上で立体的に表示するサービスに

ついて、防犯上の問題点等を検討し、問題点がある場合は、対策について検討

する。 
 
④ 学校における防犯活動の推進 
 
 退職警察官等から成るスクールガード・リーダー及びスクールサポーターの

導入を促進し、スクールガード・リーダーによる各学校やボランティア等の指

導を充実させるとともに、警察、スクールサポーター、学校等が連携の上、地

域安全情報のきめ細かな収集・提供、非行防止・犯罪被害防止教室や防犯教室

の開催、問題を抱えた少年への対応等をより的確に実施する。 
 
⑤ 安全・安心な子どもの居場所づくり 
 
すべての子どもを対象とし、放課後や週末等に、小学校の余裕教室等を活用

して、子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域住民の参画

を得て、学習活動やスポーツ・文化芸術活動、地域住民との様々な交流活動等
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を行う機会を提供する放課後子ども教室の全国展開を図る。 
  
⑥ 「子ども１１０番の家」に対する支援 
 
 通学路等において、子どもが被害に遭い又は遭うおそれがある場合に、一時

的な保護と警察への通報を行う「子ども１１０番の家」の活動を支援する。ま

た、ガソリンスタンドにおける地域防犯・安全確保活動として「かけこみ１１

０番」の活動を支援する。 
 
⑦ 地域警察活動の強化 
 
 交番勤務員の適切な配置、交番相談員の増員及び効果的な運用等により、交

番勤務員の不在が常態化している「空き交番」が生じないようにするとともに、

一時的に交番に勤務員が不在となる場合であっても、パトカーの活用、緊急通

報装置の整備等の補完措置を充実させるなど、治安情勢に対応した交番機能の

強化を図る。また、初動警察活動の要たる警察通信指令の強化、地域警察官の

各種職務執行に必要な技能に関する伝承教育等を推進し、警察官の職務執行力

の向上に努めるとともに、犯罪の多発する時間帯・地域における街頭活動を強

化し、秩序違反行為や軽微な犯罪についても適切な指導取締りを推進する。 
  
⑧ 重要無線通信妨害対策の推進 
 
 警察無線等重要無線通信に対する混信・妨害の発信源を迅速に排除するため、

申告受付体制を充実させ、電波監視施設の性能向上、設備の更改を推進すると

ともに、不法無線局に対して、厳正な取締りを実施する。 
 
３ 振り込め詐欺対策の強化 
 
① 総合的な振り込め詐欺被害防止対策等の推進 
 
 関係省庁、金融機関を始めとする関係機関・団体の間で緊密に連携し、社会

を挙げた振り込め詐欺被害防止対策等を推進する。具体的には、巡回連絡や交

通安全教育、日本司法支援センターによるシンポジウムやセミナー等のあらゆ

る機会を活用した振り込め詐欺被害防止対策に係る広報・啓発を促進するとと

もに、口座開設時等の本人確認の徹底、顧客に対する窓口における声掛け、異

常取引・不正口座検知システムの一層の導入・改善、ＡＴＭコーナー付近にお

ける携帯電話の不使用の環境整備、ＡＴＭ利用限度額の引下げの推奨等の取組

を促進することにより、振り込め詐欺被害の防止を図る。また、振り込め詐欺
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救済法の的確な運用により、一層の被害回復に努める。 
  
② 振り込め詐欺の徹底検挙 
 
 振り込め詐欺、振り込め詐欺を助長する犯罪の捜査体制の強化を図りつつ、

携帯電話のＧＰＳ機能を利用した位置探索等有効な捜査手法の導入について検

討し、組織的犯罪処罰法等の関係法令を駆使するなどして、事案の真相及び組

織実態の解明を図り、振り込め詐欺グループの首謀者に至るまでの摘発検挙を

徹底する。 
 
③ 携帯電話、預貯金口座等の犯罪への利用の遮断 
 
 携帯電話や預貯金口座の新規契約等における同一名義人の契約数の抑制、書

留郵便等を用いた本人確認の徹底、プロバイダ等による携帯電話及び預貯金口

座の売買を誘引するインターネット上の違法情報の早期削除等の取組を支援す

ることにより、携帯電話等が犯罪へ利用・活用されることを遮断して犯行を抑

止する。また、振り込め詐欺に悪用されやすい転送電話サービスを提供する電

気通信事業者の業務の適正化を図り、サービス利用者に関する本人確認の実施

を促進する。 
 
④ 振り込め詐欺に係る「道具屋」の徹底検挙 
 
 携帯音声通信事業者や貸与業者の契約時における本人確認記録の作成・保存、

携帯電話やＳＩＭカード単体の無断譲渡等の禁止等を規定する携帯電話不正利

用防止法の違反行為及び架空名義口座の開設や預貯金口座の不正売買を徹底的

に取り締まることにより、振り込め詐欺の犯行に不可欠な手段を供給している

「道具屋」の検挙を徹底する。 
 
⑤ 本人確認の徹底 
 
 施設、通信・流通手段等の提供サービスの匿名による利用や偽造身分証明書

による利用により犯罪の実行や犯罪収益の収受等が容易になることを防止する

ため、各種の取引における本人確認の実施を促進する。また、官公署等の各種

証明書等の発行時においても、本人確認の徹底を図る。 
 
４ 消費者の目線に立った生活経済事犯への対策の強化 
 
① 食の安全・安心に係る事犯等への対策及び違法行為の監視の強化 
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 食の安全に係る事犯や健康被害をもたらす事犯に対し、関係省庁が連携して、

迅速かつ効果的な情報提供、行政権限の発動及び取締りを推進する。また、産

地偽装や期限表示の改ざん等の食品表示に係る違法行為の監視を強化するため、

研修の充実等による食品表示Ｇメン等の行政機関の体制整備を図るとともに、

食品表示１１０番や食品表示ウォッチャー事業を活用した国民からの情報提供

を促進する。さらに、輸入食品について、輸入元の外国当局との協力関係の構

築・強化を図りつつ、輸入時の検査体制等を強化する。 
 
② 事業者に対する指導監督等の強化 
 
 国民の消費生活の安全・安心を確保するため、食品・製品等にかかわる事業

者に対する指導監督体制を充実させ、報告徴収や立入検査を適時適切に行う。

また、事業者や事業者団体における法令遵守の取組強化や内部通報窓口の整備

を促進する。 
 
③ 悪質商法による消費者被害の防止 
 
 悪質商法による消費者被害を防止するため、関係省庁が連携して、悪質商法

に関する情報の共有を図るとともに、相談窓口体制の強化、迅速かつ効果的な

被害防止に関する広報、行政権限の発動及び取締りを推進する。 
 
④ ヤミ金融事犯対策の推進 

 

 多重債務問題改善プログラムに基づき、ヤミ金融の撲滅を図るため、集中取

締本部の設置によるヤミ金融取締りの充実強化等を図るとともに、関係省庁が

連携して、相談窓口の整備強化、セーフティネット貸付け、金融経済教育の強

化、関係法令の活用等により、ヤミ金融被害対策を推進する。また、ヤミ金融

に係る被害相談を受けた監督当局は、迅速に被害を抑止するため、状況に応じ

て、違法な貸付けや取立てを直ちに中止するよう電話による警告等を積極的に

行う。 

  

⑤ 模倣品・海賊版対策の推進 
 
 模倣品・海賊版の氾

は ん

濫による知的財産の侵害を阻止し、消費者の安心・安全

が損なわれることを防ぐため、「模倣品・海賊版拡散防止条約（仮称）」構想の

早期実現に向けた取組を加速するとともに、「知的財産推進計画２００８」（平

成２０年６月１８日知的財産戦略本部決定）に基づき、外国市場対策の強化、
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水際及び国内での取締りの強化、国民の理解促進、官民連携体制の強化等を図

る。また、国境を越えて氾濫するインターネットを利用した模倣品・海賊版に

ついては、国内の取締りを強化するだけでなく、海外の模倣品・海賊版の通信

販売サイト等の取締りを強化するよう国際社会への働き掛けを推進する。 
 
５ 子どもと女性の安全を守るための施策の推進 
 
① ストーカー・配偶者からの暴力対策の推進 
 
 女性に対する暴力の加害者及び被害者となることを防止するため、若年層に

対し配偶者や交際相手からの暴力の問題について考える機会を提供するなど関

係機関が連携して予防啓発に努めるとともに、婦人相談所等における相談対応、

一時保護等の措置を適切に行い、被害者を支援する。また、ストーカー事案や

配偶者からの暴力事案に対して、ストーカー規制法に基づく措置、配偶者暴力

防止法に基づく保護命令の発出等が迅速になされるよう被害者の立場に立った

積極的な対処を推進する。 
 
② 児童虐待防止対策の推進 
 
 育児中の親の孤立化を防ぐため、家庭教育支援や地域における子育て支援を

充実するとともに、乳児のいる家庭を訪問し子育て支援に関する情報提供や養

育環境等の把握を行い、養育支援を特に必要とする家庭に対する適切な支援を

推進する。また、児童虐待の早期発見・早期措置のため、市町村において関係

機関が連携した子どもを守る地域ネットワークの設置促進・機能強化を図ると

ともに、学識経験者や退職警察官等の実務経験者の協力を得て、虐待を受けた

児童の適切な保護、支援等及び家族の再統合を図る。 
 
③ 児童ポルノ対策等の推進 
 
 新の技術を駆使した児童ポルノ事犯に対処するため、国際的な動向を踏ま

え、捜査に携わる警察職員の技能水準の向上、体制や資機材の強化を図るとと

もに、インターネットを介して売買される児童ポルノの根絶を図るため、買受

捜査を一層強化する。また、児童ポルノの排除に向けた国民運動を展開すると

ともに、国民の意識調査や諸外国の規制調査等を行い、児童ポルノに対する新

たな規制について検討する。 
 
④ 少年を取り巻く有害環境の浄化 
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 「青少年の非行問題に取り組む全国強調月間」や「全国青少年健全育成強調

月間」において、「有害環境の浄化」を重点項目の一つとして、関係機関・団体

と地域住民等とが相互に協力・連携を図りつつ各種取組を進めるとともに、有

害環境の浄化を図るなどの各種取組を集中的に実施するよう広報・啓発活動を

実施する。また、青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の

整備等に関する法律に基づく取組を推進するとともに、出会い系サイトその他

のサイトの利用に起因する児童の犯罪被害を防止するため、インターネット異

性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律の効果的な運

用及びサイト事業者による自主的な取組を推進する。さらに、フィルタリング

事業者、保護者等に対する犯罪情報の提供を促進する。 
 
⑤ 子どもや女性を対象とする犯罪の未然防止対策等の推進 
 
声掛け事案等の子どもや女性を対象とする略取誘拐や性犯罪等の前兆事案に

ついて、行為者に対する指導、警告等を行うことにより、更なる被害の未然防

止対策を強化する。 
 
６ 自動車盗等身近な窃盗事犯への対策の推進 
 
① 自動車盗難防止装置の普及及び盗難車両に関する情報共有の推進・効率化 
 
 関係事業者団体に対し、自動車窃盗の実態や手口に関する情報を提供するな

どして、イモビライザ等の自動車盗難防止装置の装着車種の拡大・標準装備化

を促進するとともに、新規車種に対するこのような装置の装着義務付けの必要

性について検討する。また、盗難車両の不正な名義変更等を防止等するため、

警察と国土交通省との間で引き続き情報共有を推進するとともに、各市町村が

管理している原動機付自転車に関する情報を犯罪捜査等により有効に活用する

ことができるように検討する。 
 
② 自動二輪車等及び自転車の盗難防止対策等の促進 
 
 自動二輪車等の盗難防止対策として、二輪車製造業者に対する車両盗難の実

態や手口に関する情報提供等によるメインスイッチ部（キー部分）の破壊防止

装置やイモビライザ等の盗難防止装置の備付けを促進するとともに、二重ロッ

クの励行やグッドライダー防犯登録の登録率の向上を図る。また、自転車の盗

難防止対策として、強靭
じ ん

な錠への改善とその標準装備化を図るとともに、防犯

設備の整備された駐輪場の設置を促進する。さらに、自転車防犯登録の登録率

の向上を図るとともに、市町村からの照会に対する迅速な情報提供の実施によ
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り、市町村が放置自転車として撤去した盗難自転車の早期被害回復を図る。 
 
③ 車上ねらい・部品ねらい対策の推進 
 
 車上ねらい・部品ねらいの被害品では、特に、カーナビゲーション装置が多

いことから、関係事業者団体に対し、セキュリティ機能が搭載された機種の拡

大を働き掛けるとともに、ユーザー登録の登録率の向上を促進する。また、ユ

ーザー等に対し、盗難被害防止情報の提供を行い、セキュリティ機能が搭載さ

れた機種の普及を図る。 
 
④ 各種防犯システム等の普及促進 
 
 事業者その他の関係者と連携を強化し、万引き防止対策として、ＩＣタグ等

のＩＴ技術を活用した信頼性の高い万引き防止用機器の開発と普及を促進する

とともに、自動販売機ねらい対策として、錠前部分の補強等による破壊・盗難

対策が進んでいない食品・券類自動販売機等を対象とした自動販売機の堅牢
ろ う

化

を促進する。 
 
７ 犯罪被害者の保護 
 
① 総合的な犯罪被害者支援体制の確立 
 
 犯罪被害者等基本法及び犯罪被害者等基本計画（平成１７年１２月２７日閣

議決定）に基づき、犯罪被害者等の多様なニーズにきめ細かく対応し、途切れ

ない支援を推進するため、民間被害者支援団体等とも連携しつつ、地域の実情

に応じた総合的な支援体制の一層の充実を図るとともに、犯罪被害者等に接す

る職員を対象とする教育・啓発を引き続き推進する。また、あらゆる機会を活

用して、犯罪被害者等が受けた痛み等についての国民の理解を深め、犯罪被害

者等に対する支援制度等に関する啓発活動を通じて、社会全体で被害者を支え、

地域社会が一丸となって犯罪と対決する機運の醸成を図る。 
 
② 刑事手続等における被害者施策の推進 
 
被害者やその遺族等の立場や心情に十分配慮し、刑事手続における被害者の

保護及び再被害防止を図るため、被害者等へ必要な情報を提供する。特に、性

犯罪等に係る女性被害者については、その精神的負担を緩和するため、女性職

員による事情聴取や付添い等被害者の心情に配慮しつつ手続を進める。また、

被害者等が刑事裁判に参加する制度を始めとした被害者等の権利利益保護のた
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めの新たな制度を適正に運用するとともに、更生保護における意見等聴取制度

等の犯罪被害者等施策について運用の改善を図りつつ適切に実施する。 
 
③ 二次被害の防止 
 
 犯罪被害者等の置かれている現状及び犯罪被害者等の人権問題に関する広報

啓発活動を推進するとともに、全国の法務局等に設置している人権相談所にお

ける相談等により、犯罪被害者等の二次被害の防止を図る。また、被害者の安

全を確保するため、被害者との間の緊密な連絡、防犯指導、パトロールの強化

等適切な措置を講ずる。 
 
④ 犯罪被害者等に対する各種支援の一層の推進 
 
 犯罪被害を回復し、又は早期に軽減し、犯罪被害者等が再び平穏な生活を営

むことができるよう支援するため、犯罪被害給付制度及び被害回復給付金支給

制度の適切な運用、解剖遺体の搬送費等の公費負担等による経済的な支援並び

に被害者連絡の実施、相談・カウンセリング体制の整備、配偶者からの暴力被

害者に対する自立支援プログラムの作成等による精神面での支援を引き続き推

進する。また、日本司法支援センターによる犯罪被害者支援業務の推進、教育

現場における指導参考資料の作成等による教員の対応力の強化及び財政的援助

の充実等により民間被害者支援団体の自主的な活動の促進を図る。 
 
第２ 犯罪者を生まない社会の構築 
 
１ 少年の健全育成と孤立した若者等の社会参加の促進 
 
① 少年の規範意識の向上 
 
少年の規範意識の向上を図るため、学校における法教育、非行防止教室、薬

物乱用防止教室等の実施、啓発資材の作成・配布、地域の人材を活用した生徒

指導の支援、保護司・保護司会と中学校の連携による「中学生サポート・アク

ションプラン」等を推進する。また、子どもたちが善悪の判断やきまりの尊重

等の規範意識等を育
はぐく

むための道徳教育を推進する観点から、道徳教育の指導方

法、指導体制等に関する調査研究を実施する。 
 
② 少年を見守る地域社会の構築 

 
少年非行の未然防止のため、各種行政機関、民間ボランティアによる相談活
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動を推進するとともに、いじめや不登校等の問題行動等の未然防止及び早期発

見・早期対応のため、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等

の配置、「２４時間いじめ相談ダイヤル」の運用等による教育相談体制の充実を

図る。また、少年によるカラオケ店等遊興施設の深夜利用を防ぐため、関係事

業者に協力要請するとともに、関係法令等の厳正な運用により、深夜徘徊
は い か い

等の

温床となる営業形態の是正を図る。 
 

③ 社会適応上支援を必要とする少年の居場所づくりと就業・就学支援 
 
 不登校、ひきこもり及び非行等の問題を抱えた個々の少年を支援するため、

学校、教育委員会、児童相談所、警察、保護観察所等の関係機関とボランティ

アから構成する少年サポートチームの普及促進・活性化を図る。また、これら

の問題を抱える少年への支援策として、関係機関や地域住民の協力を得つつ、

多様な体験活動の機会や居場所づくりのための取組等を促進するとともに、無

職少年に対しては、その就業・就学を支援し、社会参加を促す。 
 

④ 少年補導活動の強化による非行少年の早期発見・早期措置 
 
 不良行為の段階で少年の立ち直りを促し、犯罪の発生を未然に防止するため、

少年サポートセンター、スクールサポーター、民間ボランティア等の連携を図

り、家庭、学校、地域社会の協力を得て街頭補導活動を強化するとともに、こ

れに必要な少年警察ボランティア等の拡充・活性化を図る。 
 
⑤ 児童相談所等における少年非行への対応力の強化 
 
児童相談所・一時保護所・児童自立支援施設において、入所中の児童への対

応を充実させるための体制強化、職員の能力向上等を図り、少年非行への対応

力を強化する。 
 
⑥ 少年事件捜査と少年を取り巻く犯罪対策の推進 
 
 少年の非行集団への加入阻止及び非行集団の解体補導を推進する。特に、暴

走族については、違法行為に対する指導取締りを徹底して行うほか、暴走族を

追放する機運の醸成、暴走行為阻止のための道路交通環境の整備、車両の不正

改造防止対策等を組み合わせた総合的な対策を推進する。また、少年の特性に

配意した事件捜査及び調査を厳正かつ迅速に行うとともに、少年事件の適正な

処理及び適切な措置による非行少年の改善更生を実現する。あわせて、少年の

福祉を害する暴力団犯罪、暴力団への加入強要事案や脱退妨害事案等の取締り
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を強化することにより、少年に対する暴力団の影響を排除する。 
 
⑦ 青少年の体験活動の推進 
 
 生命や自然を大切にする心や他人を思いやる優しさ、社会性、規範意識等を

育み、次代を担う自立した青少年の育成を図るため、青少年の発達段階に応じ

た体験活動等青少年の様々な課題に対応した体験活動を推進するとともに、そ

のために必要な体験活動プログラムの開発や指導者の育成を支援する。 
 
⑧ 孤立した若者、高齢者等の社会参加の促進 
 
地域において孤立した若者、高齢者等の社会参加を支援するため、更生保護

ボランティアによるミニ集会活動、子育て支援活動、犯罪・非行防止活動等の

各種地域活動を始め、各種ボランティア団体の活動を促進する。また、英国の

「コネクションズ」等の先進的事例も参考としつつ、孤立した若者に対し、社

会の側から手を差し伸べ、社会への帰属意識を取り戻すことができるようにす

るため、保護司や更生保護ボランティアによる非行防止活動の促進支援や民生

委員・児童委員の活動の推進を検討するほか、官民協働により、孤立した若者

の社会参加や自立を総合的に支援するための方策を検討する。 
 
⑨ 安定的な収入を確保できない者等に対する就労、雇用促進 
 

安定的に収入を確保することが比較的困難と考えられる非正規雇用者等の安

定的な就労を支援し、ニート状態の若者等の就労意欲を促進するため、「フリー

ター等正規雇用化プラン（仮称）」、ニート状態の若者に対する職業的自立支援

の強化等を推進する。 

 
⑩ 保護者に対する各種支援の実施 
 
 身近な地域において、子育て経験者や民生委員・児童委員、保健師等の専門

家が連携し、子育てに関する学習機会・情報の提供、専門的人材の養成等の家

庭教育に関する総合的な支援を促進するとともに、問題を抱える保護者に対す

る相談機会の提供、就労支援の充実を図る。 
 
２ 刑務所出所者等の再犯防止 
 
① 矯正施設における受刑者等の問題性に応じた改善指導・矯正教育等の強化 
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 刑事施設において、薬物・アルコール依存者、性犯罪者、交通事犯者、高齢

者等受刑者の問題性に応じた科学的・体系的な処遇プログラムの開発・実施を

行い、指導効果を検証して、改善指導の内容の充実及び指導機会の拡充を図る

とともに、諸外国に比べ際立っている刑事施設職員一人当たりの被収容者数に

ついて、過剰収容問題が生じ始めた平成１２年度の水準まで軽減することを目

指すなど、受刑者の改善更生・再犯防止に向けた指導体制を強化する。また、

少年鑑別所・少年院においては、再非行リスクに着目した新たな調査方式を開

発し、資質鑑別の向上を図るとともに、その結果から得られた再非行リスクを

低減させるために、生活指導を中心とした矯正教育の充実・強化を図る。 
 
② 刑務所出所者等の定住、確実な身元引受け等の推進 
 
就労支援や福祉による支援が必要な刑務所出所者等について、保護観察所が

中心となって、刑務所、地方公共団体、社会福祉法人等関係機関と連携しつつ、

帰住希望を踏まえた帰住先の開拓を推進し、また、出所後の自立方針を作成す

るなど、刑務所出所者等の社会復帰を円滑にするための生活環境調整の充実強

化を図り、地域生活定着を支援する。 
 
③ 福祉による支援を必要とする刑務所出所者等の地域生活定着支援の実施 
 
 高齢・障害等により、自立が困難な刑務所出所者等が出所後直ちに福祉サー

ビスを受けられるようにするため、刑務所等の社会福祉士等を活用した相談支

援体制を整備するとともに、「地域生活定着支援センター（仮称）」を都道府県

の圏域ごとに１か所設置し、各都道府県の保護観察所と協働して、社会復帰を

支援する。また、帰住先が確定しないなどの理由により出所後直ちに福祉によ

る支援が困難な者について、更生保護施設への受入れを促進し、福祉への移行

準備及び社会生活に適応するための実効性ある指導・訓練を実施する。 
 
④ 刑務所出所者等の就労先の確保 
 
地域全体で協力雇用主の拡大を推進する都道府県刑務所出所者等就労支援推

進協議会の設置・活用により、地域の経済団体等と連携して刑務所出所者等を

雇用する企業を支援する仕組みを整備するなど、製造業や商業に加え、農業等

も含めた幅広い産業分野における就労先の確保と円滑な雇用を促進する。 
 
⑤ 入所中から出所後まで一貫した就労支援の実施 
 
 刑務所等の就労支援スタッフ等を活用し、入所中から就労意欲の喚起を促す
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とともに、雇用情勢に応じた職業訓練を実施する。また、一般の職業訓練施設

と連携するなどして、職業訓練を含めた刑務作業の質の向上を図る。さらに、

刑務所、保護観察所等と公共職業安定所とが連携し、担当者制によるきめ細か

な職業相談・職業紹介の実施、試行雇用制度の活用等の刑務所出所者等就労支

援事業を推進する。 
 
⑥ 自立更生のための各種施策の推進 
 

 満期釈放者を含めた刑務所出所者のうち、親族等の受入先がなく、就職先も

ない者の社会復帰を支援するため、茨城就業支援センターを着実に運営する。

また、同センター入所者に対し、農業を含めた職業訓練を民間教育訓練機関等

へ委託して実施等するとともに、長期にわたり自立が困難な者について、地方

公共団体や地域の経済団体等と連携した住居、就業先の確保策について検討す

る。民間の更生保護施設では受入れが困難な仮釈放者については、福島市及び

北九州市の自立更生促進センターにおいて受け入れ、強化された指導監督と手

厚い就労支援等の円滑な社会復帰のための施策を推進する。また、少年院から

仮退院した少年等の社会復帰を支援するため、農業実習等を行う北海道の沼田

町就業支援センターを着実に運営する。あわせて、これらの就業支援センター

等における取組や効果を検証し、全国的な整備について検討する。 

 

⑦ 刑務所出所者等の社会復帰支援を総合的に推進するための枠組みの設置 

 

 刑務所出所者等の社会復帰支援方策を総合的に推進するため、関係行政機関

相互間における社会復帰支援に必要な社会資源等に関する情報の共有及び連絡

調整を図るための枠組みを設置する。 

 

⑧ 保護観察における処遇の充実強化 

 
 処遇に特段の配慮を要する保護観察対象者に対する保護観察官の直接処遇の

実施や直接的関与の強化及び保護観察における特定の犯罪的傾向の改善を目的

とする各種処遇プログラムの充実により、再犯防止対策を推進する。また、保

護観察対象少年について、家庭環境や交友関係等の問題の改善に向けた処遇を

行うことを検討する。 
 
⑨ 再犯を防止するために効果的な新たな施策の検討 
 
 犯罪者に対する処遇を充実させてその再犯の防止を図る観点から、社会内処

遇の一環として社会奉仕活動に従事させる制度、施設内処遇と社会内処遇の有
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機的な連携を実現するため懲役刑又は禁錮
こ

刑の一部について執行を猶予し保護

観察に付することも可能とする刑の一部執行猶予制度等を導入するなど新たな

施策を検討する。また、ＧＰＳ発信装置を利用することの可否等再犯を防止す

るために効果的な新たな施策について検討する。 
 
⑩ 効果的な出所者情報の共有 
 
 子どもを対象とする暴力的性犯罪に係る出所者情報の共有に関する現在の枠

組みの実効性等について検証するとともに、関係省庁が連携して、性犯罪を抑

止するため、より効果的な出所者情報の共有方策について検討する。 
 
第３ 国際化への対応 
 
１ 水際対策 
 
① 海上警備・沿岸警備の強化 
 
 不審船・工作船による我が国領海内への侵入、船舶密航等の不法出入国や薬

物・銃器の密輸に対する確実な対処等警備体制の万全を期するため、警察、海

上保安庁等が連携し、漁業協同組合や沿岸住民等の協力を得つつ、監視能力等

を向上させた巡視船艇・航空機による警戒活動、沿岸部におけるパトロール、

検問等を強化して摘発に努める。また、情報収集・分析、内偵活動、機動的な

広域捜査等を積極的に行うほか、中国、東南アジア諸国等からの直航船を始め

とする外国船舶への立入検査を強化する。 

 

②  改正ＳＯＬＡＳ条約を踏まえた港湾及び船舶の保安対策の推進 
 

海上人命安全条約（ＳＯＬＡＳ条約）の一部改正を受けて平成１６年７月か

ら施行された国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律に基

づき、国際船舶における保安の確保、国際港湾施設における保安の確保、国際

航海船舶等の入港に係る規制等を実施する。 
 
③ 社会悪物品等の密輸入の防止等 
 
 税関における大型Ｘ線検査装置等の取締機器の高度化及び麻薬探知犬の有効

活用、世界税関機構（ＷＣＯ）等の国際ネットワーク・税関相互支援協定等の

二国間協力の枠組みの活用等による情報収集・分析力の強化、税関、海上保安

庁、警察、麻薬取締部等による合同取締り・合同訓練の実施、郵便事業株式会
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社と連携した国際郵便物の効果的な検査の実施等により、薬物、銃砲等の社会

悪物品等の密輸を水際において阻止する。また、希少野生動植物の密輸入・違

法取引を防止するための取組を推進するとともに、文化財の不法な輸出入を防

止するための取組を推進する。 

 

④ 盗難自動車等の不正輸出の防止 

 
 盗難自動車等の不正輸出を防止するため、通関時に道路運送車両法に基づく

輸出抹消仮登録証明書又は輸出予定届出証明書の提示を求め車台番号を確認す

るなど審査・検査を強化するほか、大型Ｘ線検査装置等の取締機器の有効活用

を図る。また、警察の盗難自動車に係る情報と国土交通省の登録情報の税関に

よる電子的活用を推進する。さらに、自動車盗難等の防止に関する官民合同プ

ロジェクトチームが策定したマニュアルに沿って埠
ふ

頭管理関係者による管理強

化策が講じられるよう働き掛けを行う。 

 

⑤ 国外逃亡被疑者対策の推進 

 
 国外に逃亡した被疑者の身柄の確保に積極的に取り組むとともに、米国及び

韓国以外の国との引渡条約の締結に向けた検討を推進する。また、外国関係機

関と連携し、逃亡先国における国外犯処罰規定の適用を促進する。 
 
⑥ 関税犯則に関する罰則水準の引上げの検討 
 
 水際での実効ある取締りを確保するため、関税等逋

ほ

脱事犯に係る法定刑の引

上げを含む関税犯則に係る罰則水準の見直しを検討する。 
 
⑦ 廃棄物等の不適正な輸出入の防止 
 

廃棄物等の不適正な輸出入を防止するため、関係省庁が連携し、事業者向け説

明会の開催による制度の周知徹底、個別案件に対する事前相談の実施、立入検査

等水際対策の強化等の国内対策を推進する。また、有害廃棄物の不法輸出入防止のた

めのアジアネットワークの構築、バーゼル条約によるアジア太平洋地域におけ

る E-waste（電気電子機器廃棄物）適正処理プロジェクトへの拠出、二国間の

情報交換の促進等の国際的対策を推進する。 
 
２ 新たな在留管理制度による不法滞在者等を生まない社会の構築 
 
① 新たな在留管理制度の創設 
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 外国人の在留管理に必要な情報を一元的、正確かつ継続的に把握する制度を

創設し、的確な在留管理を行う。また、同制度の創設に伴い、法務省が関係行

政機関及び外国人の留・就学先、研修及び稼動先等の所属機関等から、迅速か

つ効率的に出入国管理行政の的確な遂行に必要な情報の提供を受けるとともに、

それらの情報の分析・活用を行うことで不法滞在者や偽装結婚・正規の留学生

を装うなどの偽装滞在者を生まない社会を構築する。 
 
② 円滑かつ厳格な出入国審査の実施 
 
 不法滞在者の新たな出現を更に抑制するため、審査待ち時間の短縮等外国人

入国者の利便性にも配慮しつつ、ＡＰＩＳ等により得られた情報及び在留管理

制度の創設に伴い法務省が関係行政機関や所属機関から提供を受けた情報を活

用するとともに、偽変造文書鑑識を充実強化させ、更に厳格な出入国審査を実

施する。また、査証審査時における申請内容の事実確認や国内外の関係機関か

ら得た偽変造文書情報を活用するなどして、厳格な査証審査を実施するととも

に、在留資格認定証明書交付申請に係る審査についても、様々な情報を活用し

厳格な審査を行い偽装滞在者等の入国を確実に阻止する。 
 
③ 入国・在留審査等に際しての日本語能力の考慮 
 
 在留資格に応じ、外国人の入国・在留審査等に際して日本語能力を考慮する

こと及び具体的な実施方法を検討する。 
  
④ 不法滞在者の摘発強化と退去強制の効率化 
 
 不法滞在者の地方分散化、居住・稼動の小口化等の傾向を踏まえ、外国人の

入国・在留情報の分析結果を活用し、警察と入国管理局との合同摘発の恒常化

を図ることにより、不法滞在者の摘発を強化するとともに、入管法第６５条に

基づく退去強制の活用拡大を推進し、退去強制手続の効率化を図る。 
 
⑤ 不法滞在者等の排除のための新たな在留管理制度の効果的な運用 
 
 新たな在留管理制度等により、外国人の在留実態を確実かつ迅速に把握し、

その情報を活用して、在留状況に疑義がある者に対しては調査を行い、不法滞

在者・偽装滞在者等であることが判明した場合には、摘発や在留資格の取消し

等を積極的に実施するとともに、そのために必要な法整備を行う。 
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⑥ 不法入国等及びこれらを助長する犯罪等の取締り強化及び関係法令の整備 
 
 不法入国・不法滞在等やこれらを助長する集団密航、偽装結婚、旅券偽変造、

不法就労助長等に係る犯罪等について、関係機関間での迅速・的確な情報交換

を行うなど緊密な連携を図り、取締りを強化するとともに、新たな在留管理制

度における在留カード（仮称）に係る罪の創設等より効果的な取締りの実施の

ための関係法令の整備について検討する。また、外国人雇用状況届の履行徹底

を図り、不法就労防止のための事業主指導を促進する。 
 
３ 多文化共生を可能とする社会基盤の整備 
 
① 適法に在留する外国人の出入国・在留手続に係る利便性の向上 

 
外国人の入国・在留情報の総合的な管理・分析により、適法に在留する外国

人の利便性の向上を図るため、在留期間の上限の伸長、再入国許可制度の見直

し、外国人の在籍する受入れ機関からの在留期間更新等の取次ぎ申請に対する

手続の簡素化等について検討する。 
 
② 総合相談窓口の設置による外国人に対する生活支援の実施 
 
 国の行政機関と外国人が集住する地域の地方公共団体等が連携して、入国・

在留手続等の行政手続及び生活に関する相談及び情報提供についてワンストッ

プ型の総合相談窓口を設置する。また、その運営に当たっては、地域住民や企

業・民間団体の自発的な参加を得ることにより、外国人住民のニーズに柔軟に

対応できる仕組みを構築することとする。 
 
③ 地域における多文化共生の推進 
 
 我が国に在留する外国人が我が国の生活環境に円滑に適応し、我が国社会の

一員として日本人と同じような教育、医療、社会保障等の住民サービスを享受

することのできる社会を実現するため、市区町村において、基礎的行政サービ

スを提供するに当たり基盤となる適法な在留外国人の台帳制度を整備するとと

もに、外国人児童生徒の地域・学校での受入れ体制の整備、外国人を対象とし

た日本語教室の設置や日本語能力を有する外国人等を対象とした指導者養成研

修の実施、外国人労働者を雇用する事業者に対する外国人に関する社会保険等

の加入促進、雇用不安を解消するための施策の実施、日系人集住地域やインタ

ーネット上における適正就労促進のための情報提供等地域住民と外国人の共生

に向けた取組を推進する。 
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④ 外国人支援施策の検討のための枠組みの設置 
 
 外国人への支援事業を、外国人の受入れによって受益する企業等からの負担

を求めつつ、民間が事業主体となって運営することを可能にするなど、我が国

として総合的な外国人受入れ政策を展開するための土台となる体制の構築につ

いて、計画的に検討する。 
 
４ 国際組織犯罪対策 
 
① 外国人犯罪に対する厳正な刑事処分の推進 
 
来日外国人の増加・定着化の傾向が進む中、外国人の受入れが国際組織犯罪、

国際テロ、暴動等による治安の悪化の要因とならないように、外国人犯罪につ

いて、事案や組織の全容解明に努めるとともに、関係法令を駆使して関与者を

的確に処罰し、犯罪収益の剥
は く

奪を徹底する。 
 
② 外国人集住コミュニティの住民団体等との連携の強化 
  
 外国人集住コミュニティの住民団体等や外国人集住コミュニティをその地域

内に有する地方公共団体と警察との連携を強化し、不審動向等に関する情報連

絡を密にすること等により、国内の外国人集住コミュニティが犯罪組織、テロ

リスト等に悪用されることを防止する。 
 
③ 地下銀行・カード不正利用事犯対策の推進 
 
 国際犯罪組織の弱体化を図るため、来日外国人が不法に得た収入を海外へ送

金する手段として利用する地下銀行に対する取締りを徹底する。また、クレジ

ットカード関係業界及び加盟店において、すべてのクレジットカードのＩＣカ

ード化等の偽造防止対策及びクレジットカード使用時の本人認証のための仕組

みの整備・充実が十分に図られるよう更なる連携を進める。さらに、クレジッ

トカードの偽造防止のため、その原料となる生カードの密輸に対してコントロ

ールド・デリバリーを可能とする方策を検討する。 
  
④ 人身取引対策の推進 
 
 「人身取引対策行動計画」に基づき、人身取引の防止・撲滅、被害者の保護

を含む総合的・包括的な対策を推進する。 
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⑤ 国際組織犯罪に対する捜査体制の整備 
 
 国際的な犯罪に的確に対処するため、ＩＣＰＯルートや外交ルート、特に中

国公安部を始めとした外国関係機関との個別協議等を通じ、国際組織犯罪に係

る情報交換や国際捜査協力を積極的に推進するとともに、通訳・翻訳担当職員

の育成強化、有能な民間通訳人の確保等、国際組織犯罪対策の推進に必要な態

勢を整備する。 
  
⑥ 国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約の締結に向けた法整備 
 
 近年急速に複雑化・深刻化している国際組織犯罪に適切に対処するため、平

成１５年９月に発効した国際的な組織犯罪の防止に関する国際連合条約につい

て、我が国においても、本条約の締結に伴う法整備を早期に完了させ、本条約

の速やかな締結を目指す。 
 
⑦ 諸外国との刑事共助条約等の早期締結 
 
 国際的な犯罪に的確に対処するため、ロシア、ブラジル、ＥＵ（欧州連合）

及びアジア諸国との間における刑事共助条約、中国、タイ等の諸外国との間に

おける受刑者移送条約並びに日中犯罪人引渡条約の早期締結に向けた作業を進

める。また、日中間における領事関係国際約束についても、相手国国民を拘禁

した際の領事機関への義務的通報その他我が国における中国人の犯罪の抑止に

寄与し得るような措置を確保しつつ、その早期締結を目指す。 
 
⑧ 国際的な枠組みへの継続的参加 
 
 テロ、人身取引、薬物犯罪といった国境を越える犯罪に的確に対処するため、

Ｇ８治安関連会合、日中韓治安関係高級実務者会合及びＡＳＥＡＮ＋３（日中

韓）国境を越える犯罪に関する閣僚級会合（ＡＭＭＴＣ＋３）といった国際的

な枠組みへの継続的な参加等を通じて関係各国との協力を強化する。 
 
第４ 犯罪組織等反社会的勢力への対策 
 
１ 暴力団対策等 
 
① 組織犯罪情報の収集、分析の更なる強化と利便性の向上 
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 組織犯罪対策を一層効果的なものとし、暴力団、来日外国人犯罪組織、銃器・

薬物の密輸・密売組織等に打撃を与えるため、組織犯罪情報の共有及び活用の

ための基盤整備について検討し、これらの情報の収集、集約、分析、相互利活

用を更に推進する。 
 
② 暴力団からの資金剥奪の強化 
 
警察と証券取引等監視委員会、税務当局等関係機関との間で人事交流を行う

など関係機関間の連携を強化し、情報交換を更に進め、課税の徹底、組織的犯

罪処罰法の没収、追徴等に係る規定の積極的かつ効果的な活用等により、暴力

団等による犯罪の取締り及び犯罪収益を含めた暴力団からの資金の剥奪を徹底

するとともに、暴力団犯罪による被害の回復を促進する。また、暴力団の資金

をより確実に剥奪するための方策について検討する。 
 
③ 暴力団及び周辺者の経済活動からの排除 
 
 「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針」の徹底を図るとと

もに、企業等による暴力団等に対する資金提供等を防止する社会規範の確立を

図り、企業が暴力団との関係を遮断するための仕組みの構築を更に推進する。

特に、不当な資金源獲得活動の温床になりかねない取引を排除するために、銀

行業界においては、銀行取引約款等への暴力団排除条項の導入や反社会的勢力

の情報を集約した共有データベースの構築等について、関係団体との協議会等

における検討を促進する。また、証券業界においては、「証券保安連絡会」等を

通じ、警察庁や自主規制機関等との連絡・連携強化を図る。さらに、暴力団と

共生する者について、暴力団を利用する行為や暴力団への利益供与を防止する

ための施策等を推進し、その存在の解消を図るための方策について検討する。 
 
④ 暴力団に対する厳正な処分の促進 
 
暴力団員等による違法行為に対し、情報交換を行うなど関係機関が連携して、

行政権限の発動及びあらゆる捜査手法を駆使した取締りを徹底する。また、組

織的犯罪処罰法を積極的に活用するなどして、より厳格な科刑を実現するとと

もに、暴力団の資金源を断つために犯罪収益を剥奪し、犯罪活動や組織の維持・

拡大に利用されること等の防止に努める。さらに、暴力団員による違法行為に

対し、各種法令を駆使して、当該暴力団の代表者等の刑事責任及び民事責任の

追及を図る。 
 
⑤ 行政対象暴力対策の強化 
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 暴力団対策法等各種法令の活用により、行政対象暴力に対する取締りを徹底

するとともに、行政対象暴力に対する各行政機関の対応強化を促進する。 
 
⑥ 暴力団への加入防止と暴力団からの離脱促進のための取組の強化 
 
 警察や矯正施設、公共職業安定所、教育機関等の関係機関との連携及びボラ

ンティアの活用等により、若者の暴力団への加入を防止するとともに、暴力団

からの離脱を促進し、就労を支援するための取組を強化する。 
 
２ マネー・ローンダリング対策 
 
① マネー・ローンダリングに対する厳正な処分の推進 
 
 組織的犯罪処罰法や麻薬特例法等の関係法令のほか、資金情報機関（ＦＩＵ）

情報を活用し、マネー・ローンダリングの関与者を的確に処罰するとともに、

マネー・ローンダリングに係る犯罪収益の剥奪を徹底し、犯罪収益がテロ活動

を含む犯罪活動や犯罪組織の維持・拡大に利用されること等の防止に努める。 
 
② 犯罪収益移転防止法の履行に係る特定事業者への指導監督の強化 
 
 平成２０年３月から全面的に施行された犯罪収益移転防止法を的確に運用し、

特定事業者が行う本人確認、取引記録等の保存、疑わしい取引の届出等の措置

が確実に行われるように、指導監督を強化する。 
 
③ ＦＩＵの充実・強化 
 
 外国ＦＩＵとの情報交換枠組みの設定・締結交渉をより積極的に実施し、外

国ＦＩＵとの緊密な連携を図りながら、マネー・ローンダリング事犯の検挙や

犯罪組織の実態解明を強力に推進するため、ＦＩＵの充実・強化を図る。 
 
④ 疑わしい取引に関する情報分析能力の強化 
 
 マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策を的確に推進するため、

関係省庁間の連携を強化するとともに、犯罪収益移転防止法の規定に基づき届

け出られた疑わしい取引情報について、我が国のＦＩＵにおける迅速かつ的確

な分析能力を強化する。 
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⑤ ＦＡＴＦ相互審査を踏まえたマネー・ローンダリング等対策の強化 
 
 平成２０年に実施された金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）相互審査の結果等を

踏まえつつ、マネー・ローンダリング等対策を強化するため、関係省庁が連携

して、特定事業者による顧客管理の改善を含め、必要な制度の改正及び運用の

見直しを推進する。 
 
３ 銃器対策の推進 
 
① 厳格な銃砲刀剣類行政の推進 
 
 法制度の整備を含め、猟銃等の所持許可の厳格な審査及び不適格者の発見と

排除を徹底するとともに、実包を含めた保管管理の適正化を図る。また、事故

等を防止するため、所持者に対し、講習会等の機会を通じて、適切な使用、保

管の指導を行う。さらに、厳格な銃砲刀剣類行政を推進する基盤を築くため、

銃砲登録照会業務の高度化を図るとともに、銃砲刀剣類行政に携わる担当者の

教育の充実等を図る。 
 
② 銃器犯罪に対する厳正な処分の促進 
 
 銃器犯罪に対し、クリーン・コントロールド・テリバリー等の高度な捜査手

法を活用し、関与者に対し、厳正な科刑の実現を図るとともに、けん銃提出自

首減免規定の積極的な運用により、けん銃の回収を図る。また、銃器犯罪に係

る暴力団の代表者の刑事責任等の追及の在り方について検討する。 
 
③ 銃器密輸の水際阻止 
 

銃器等の密輸入の中継地となる可能性の高い離島や洋上における取引等に

よる密輸入に対する監視取締り及び情報収集を積極的に実施するとともに、銃

器等に関する密輸入情報の総合的な分析を行い、密輸ルート及び密輸手法等の

解明に努める。また、共同オペレーション、外国取締機関との情報交換の実施

等の連携強化を図りつつ、捜索用資機材等の整備、関係機関との合同による船

内検査、張込み等の取締り、クリーン・コントロールド・デリバリーを積極的

に実施する。さらに、爆発物・銃器探知犬を活用し、主要空港等における取締

りの強化に努める。 
 
④ 関係団体に対する支援及び広報啓発活動の推進 
 



 

 - 23 -

 ストップ・ガン・キャラバン隊等の関係団体に対して支援を行うとともに、

これらの団体と連携し、効果的な広報啓発活動を実施する。 
 
⑤ 銃器の不正取引を防止するための規制の導入 
 
 銃器等の不正取引を防止するため、銃器等の密売広告の禁止のための法整備

について検討する。 
 
⑥ 銃器対策に関する国際協力の推進 
 
 銃器対策に関する国際協力を推進するため、国際組織犯罪防止条約銃器議定

書（仮称）の早期締結に向けて、同議定書が義務付けている銃器への刻印、記

録保存、輸出入管理等に関する制度を確立するため、国内関係法令等の整備を

図る。 
  
４ 薬物対策の推進 
 
① 薬物密輸の水際阻止 
 
 官民一体となった情報収集を強化するなど情報収集・分析体制を強化すると

ともに、関係機関が連携して、海空港等における監視体制の強化、背後関係を

含めた薬物密輸組織の解明等に取り組むことにより、薬物密輸の水際阻止を図

る。 
 
② 密輸・密売組織の壊滅に向けた取組及び多様化する乱用薬物への対応 
 
 密輸・密売手口の巧妙化に対応し、密輸・密売組織の中枢に打撃を加えるた

め、通信傍受、コントロールド・デリバリー等の捜査手法及びシグニチャー・

アナリシス（化学物質指紋分析）を積極的に活用し、薬物密輸・密売実態の解

明を図るとともに、その犯罪収益の剥奪を含め、関与者について厳正な刑事処

分を促進する。また、大麻、ＭＤＭＡ等乱用される薬物の多様化に対応するた

め、薬物鑑定技術の高度化を図る。さらに、若年層への乱用拡大が見られる大

麻事犯について、取締り方策の検討を行う。 
 
③ 薬物乱用防止に向けた取組の推進 
 
 薬物需要の削減を図るため、「第三次薬物乱用防止五か年戦略」（平成２０年

８月２２日薬物乱用対策推進本部決定）に基づき、薬物乱用防止に係る予防啓
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発活動を推進するとともに、受刑者、少年院在院者及び保護観察対象者に対す

る処遇プログラムの実施等による再乱用を防止する。また、薬物依存者を抱え

る家族への相談体制の充実を検討するとともに、学校における薬物乱用防止教

育の充実強化を図るため、「薬物乱用防止教室」の開催、教職員、保護者等を対

象とした薬物乱用防止の普及啓発のためのシンポジウムや広報啓発活動等の実

施を推進する。さらに、薬物の供給遮断を図るため、乱用薬物の麻薬等への新

規指定等を適時適切に実施する。 
 

④ 薬物対策に関する国際協力の推進 

 

 我が国への薬物供給源となっている薬物の密造地域等における薬物対策に関

する取組への支援を強化し、世界的な薬物乱用問題の解決に貢献するため、国

際会議等における情報の共有、国際機関への協力及び二国間協力を推進する。 

 

５ 組織的に敢行される各種事犯への対策 

 

① カード犯罪、偽造通貨等対策の推進 
 
 カード犯罪に対応するため、金融機関や関係業界に対し、キャッシュカード

等のＩＣカード化によるセキュリティ・レベルの向上やＡＴＭシステム等に係

る健全かつ適切な業務の運営を確保するための内部管理体制の整備、キャッシ

ュカード等の利用に伴う様々なリスクに係る顧客への説明態勢の整備を促進す

る。また、関係業界等との連携強化を図って偽造通貨を行使しにくい環境の整

備を進めるとともに、偽造通貨等の海外からの流入阻止を図る。さらに、官公

署等が発行する各種証明書等の偽造防止対策を推進する。 
 
② 環境犯罪対策の推進 
 
 産業廃棄物の不法投棄事犯、不法焼却事犯及び水質汚濁事犯等の環境犯罪に

ついて、関係省庁連携の下、取締りを強化する。また、地方公共団体と連携し、

「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」の実施、ＩＴを活用した未然防止システム

の配備、産業廃棄物処理業の優良化の推進等により、不法投棄等が発生しない

仕組みづくり、早期発見による未然防止及び早期対応による拡大防止を図る。

さらに、健全かつクリーンな産業廃棄物処理業界の構築及び行政対象暴力の排

除に向け、廃棄物処理法の暴力団排除条項の的確な運用、「企業が反社会的勢力

による被害を防止するための指針」の普及啓発活動等を推進する。 
 

③ 不正軽油関係事犯の取締りの推進 
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 関係省庁が連携して、軽油引取税の脱税を目的とした不正軽油の製造・販売

及びその製造過程で生成される硫酸ピッチの不法投棄等の事犯の取締りを推進

する。 

 

④ 密漁事犯の根絶 
 
 暴力団関係者、外国人等による悪質巧妙な密漁事犯の根絶を図るため、地域

住民や漁業協同組合、国内外の関係機関と連携して情報収集体制の強化を図る

とともに、船舶や航空機、捕捉資機材等による監視・捕捉能力や現場鑑識能力

を充実強化する。 
 
⑤ 違法風俗店等に対する取締りの推進 

 

 地域社会の清浄な風俗環境を著しく損ない、青少年の健全育成にも重大な影

響を与えている違法風俗店に対する厳正な取締りを推進するとともに、行政処

分の実施等により違法風俗店を確実に排除する。また、関係機関が連携して、

人身取引の温床になりやすい風俗営業店への定期的な立入り、違反業者及び悪

質な雇用主の取締りを推進することにより、風俗営業店等における人身取引・

不法就労を排除する。 

 

第５ 安全なサイバー空間の構築 

 

１ 違法・有害情報対策 

 

① インターネット上の違法・有害情報対策に係る関係者間の連携強化 

 

 国内外のインターネット上の違法・有害情報やＩＴに関連する様々な社会問

題の実態把握及びその対処のため、ＩＴ安心会議等において関係省庁間の連携

をより強化するほか、政府、事業者、関係団体等関係セクターを横断した実務

家間での情報共有を図る。 

 

② インターネット上の有害情報から青少年を守るための対策の推進 

 

 青少年が安全に安心してインターネットを活用できる環境の整備等に関する

法律に基づき、インターネット青少年有害情報対策・環境整備推進会議を設置

し、青少年が安全に安心してインターネットを利用できるようにするための施

策に関する基本的な計画を策定するとともに、同計画に基づき、フィルタリン
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グの普及促進、インターネットの適切な利用に関する教育及び保護者等に対す

る広報啓発を推進する。また、フィルタリングの性能及び利便性の向上に向け

た事業者の取組を支援し、青少年がインターネットを利用する場合におけるフ

ィルタリングの更なる導入促進を図る。 

 

③ 情報モラル教育及び広報啓発活動の推進 

 

地域、家庭及び学校における情報モラル教育の推進のため、保護者等を対象

とした講座を通信事業者等と連携して全国で実施し、インターネット上の違

法・有害情報の現状及びフィルタリングの重要性等に関する理解向上を図る。

また、違法・有害情報対策に関する情報提供サイトの構築・充実化等を行い、

効果的な情報提供に努める。さらに、小中学校の新学習指導要領において、各

教科等の指導において、情報モラルを身に付けることを新たに規定するなど、

義務教育において情報モラル教育の充実を図ることとし、各教科等における具

体的な指導に当たって教員の参考となる手引きの作成、情報モラルの指導実践

事例等を紹介する教員向けのウェブサイトの普及等により、新学習指導要領の

円滑かつ確実な実施を図る。 

 

④ 違法・有害情報への対応の検討 

 

 青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する

法律の施行状況等を踏まえ、インターネット上の違法・有害情報対策の在り方

について検討する。 

 

２ 違法・有害情報を排除するための自主的な取組への支援 

 

① インターネット・ホットラインセンターの体制強化等の推進  

 

 インターネット上に氾濫する違法・有害情報により効果的に対応するため、

インターネット・ホットラインセンターの体制を強化し、サイバーパトロール

の民間委託等を推進するとともに、違法・有害情報の削除等の措置を講じるサ

イト管理者、サーバ管理者及び通信事業者に関する法的責任の負担軽減方策や

自主的対応への支援の在り方について検討する。また、有害情報簡易通報シス

テムの開発・実証等により、サイト管理者、インターネット関連事業者、ＮＰ

Ｏ、利用者等が協力して、違法・有害情報を効率的に特定・選別できる環境の

整備を図る。 

 

② 携帯電話の適切な利用のための環境整備の推進 
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 保護者が、子どものリテラシーや利用方針に即した適切な携帯電話サービス

を選択できるようにするための携帯電話事業者等の取組を支援するとともに、

携帯電話の不適切な利用による犯罪被害やメール依存、いじめの当事者となる

こと等の危険性、家庭や学校におけるルールの必要性についての周知を図る。

また、携帯電話をめぐる様々なトラブルに関し、学校現場の対応を支援すると

ともに、家庭、地域、民間事業者等が一体となって青少年を見守る体制を整備

する。 

 

③ 違法・有害情報に関する紛争解決手続の在り方についての調査・検討 

 

 サイト管理者とコンテンツ掲載者、フィルタリング事業者等による違法・有

害情報への対応に関するトラブルを解決するための取組を強化するため、紛争

の類型化及び解決の在り方について調査・検討を行う。 

 

④ 違法・有害情報検出方法及びフィルタリングソフトの高度化及び普及促進 

 

 多様化するインターネット上の情報に対し、掲示板等に記載されたキーワー

ドや文脈から必要な情報を検索する技術等の応用について引き続き検討し、サ

イト管理者等民間事業者による自主的な取組を支援するとともに、ＩＳＰ等が

違法・有害情報等を迅速かつ効率的に検出し、削除や通報に活用するための高

度な技術等の実現に向けて研究開発支援を行う。また、フィルタリング利用者

の利便性向上を図るため、コンテンツの分類・格付け基準の策定に向けた取組

を支援するとともに、フィルタリング利用推進のための自主的な取組を支援す

る。 

 

３ サイバー犯罪対策の推進 

 

① 官民連携によるサイバー犯罪の防止と徹底検挙 

 

 サイバー犯罪の複雑化・巧妙化に対し適切に対処するため、サイバー犯罪防

止のための官民連携を強化するほか、サイバー犯罪の情報収集・分析・取締り

機能の強化、サイバー犯罪の捜査に携わる警察職員の技能水準の向上、サイバ

ー犯罪捜査の効率化を図るための新たな枠組みづくり等を推進するとともに、

国際連携・協力の強化を図り、サイバー犯罪を犯した者に対する厳正な科刑を

実現する。また、インターネットカフェを利用したサイバー犯罪を防止するた

めの対策を推進する。 
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② サイバー犯罪に関する条約の締結に向けた法整備等の推進 

 

 情報技術分野の急速な発達に伴い急増したサイバー犯罪に適切に対処するた

め、平成１６年７月に発効したサイバー犯罪に関する条約について、我が国に

おいても、法整備を早期に完了させ、速やかな締結を目指す。 

 

③ 情報セキュリティに関する知識及び対策の普及啓発活動の推進 

 

 コンピュータやインターネットを利用する一般利用者等がＩＴ社会を構成す

る一員としての責任を自覚し、正しい知識と理解に基づいてＩＴを利用するこ

とにより、コンピュータウィルス、不正アクセス、フィッシング等の情報セキ

ュリティに係る被害を防止するため、被害防止に資する情報の提供及び情報セ

キュリティリテラシーの向上を目的とした普及啓発活動を推進する。 

 

④ コンピュータセキュリティ早期警戒体制の整備 

 

 コンピュータウィルス、不正アクセス、ソフトウェア等の脆
ぜ い

弱性等の届出制

度を活用するとともに、関連する情報セキュリティ上の問題に関する 新情報

の収集・調査を通じて、個々の利用者や企業に対策情報を適切に提供し、情報

セキュリティ問題に関する被害の抑制・未然防止を図る。 

 

⑤ 情報通信ネットワーク等の安全性及び信頼性の確保 
 
 利用者が安心して安全にネットワーク等を利用することのできる環境を実現

するため、コンピュータウィルス、不正アクセス、サイバー攻撃等に対する情

報通信ネットワーク、情報システム、ＩＴ製品等の脆弱性を低減させるための

技術開発等を推進し、情報通信ネットワーク等の安全性及び信頼性を向上させ

る。 
 
第６  テロの脅威等への対処 
 
１  テロに強い社会の構築 
 
①  国民の理解と協力を基盤とした総合的なテロ対策の推進 
 
国、地方自治体及び関係機関が緊密に連携し、総合的なテロ対策を推進する

とともに、国民の理解と協力を得て、官民が共通の理念の下、一体となって、「テ

ロに強い社会」の実現を目指す。そのために必要な諸制度について、諸外国の
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法制も参考としつつ、検討を進める。 
 
② 外国人集住コミュニティの住民団体等との連携の強化（再掲） 
  
 外国人集住コミュニティの住民団体等や外国人集住コミュニティをその地域

内に有する地方公共団体と警察との連携を強化し、不審動向等に関する情報連

絡を密にすること等により、国内の外国人集住コミュニティが犯罪組織、テロ

リスト等に悪用されることを防止する。 
 
③ 国際社会におけるテロ対策協力・支援の強化 
 
  国連安全保障理事会決議の遵守、Ｇ８等の地域フォーラム及び二国間での各

種宣言の発出等を通じ、テロ対策に関する政治的意思の共有を確認するととも

に、テロ対策に関する国際基準の作成に貢献し、着実な国内履行を目指す。ま

た、テロ対策能力が不十分な国に対し、法制度整備支援、警察・海上保安・出

入国管理・交通保安等幅広い分野での技術協力、海上警備機材等設備の支援等

を行う。 
 
２  水際対策の強化 
 
①  空港・港湾危機管理（担当）官を中心とした水際危機管理体制の強化 
 
  各国際空港及び国際港湾において、空港・港湾危機管理（担当）官を中心に

都道府県警察、入国管理局、税関、海上保安部、空港・港湾管理者等関係機関

の連携や、情報交換、監視警戒等の水際対策を強化するとともに、事案発生時

の対応能力向上のため、テロ事案等を想定した合同訓練を実施する。また、空

港保安委員会及び港湾保安委員会の枠組みを活用することで、情報連絡、警戒、

検査等の態勢充実に向けた関係機関の連携強化を推進する。 
 
②  情報収集の強化及び出入国管理関係法令の適切かつ厳格な運用 
 
  テロリスト等の危険人物の入国を水際で阻止できるように、上陸拒否事由該

当者等に関する情報収集を強化し、出入国管理関係法令を適切かつ厳格に運用

する。 
 
③  事前報告情報等の効果的活用・資機材の整備等 
 
  テロリスト等の入国阻止に向けて、外国人の個人識別情報を用いた上陸審査
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のより効果的な運用並びに航空機及び船舶の長からの事前報告情報等のより効

果的な活用のため、必要な態勢整備を検討するとともに、航空機及び船舶の乗

員で、乗員上陸許可を受けて上陸している者の本人確認をより的確に行うため、

旅券又は乗員手帳の携帯の義務付け等について検討を進める。また、偽変造文

書鑑識機器の整備や入国審査官の鑑識能力の一層の向上により、更に厳格な入

国審査を推進する。 
 
④ 海上警備・沿岸警備の強化（再掲） 
 
 不審船・工作船による我が国領海内への侵入、船舶密航等の不法出入国や薬

物・銃器の密輸に対する確実な対処等警備体制の万全を期するため、警察、海

上保安庁等が連携し、漁業協同組合や沿岸住民等の協力を得つつ、監視能力等

を向上させた巡視船艇・航空機による警戒活動、沿岸部におけるパトロール、

検問等を強化して摘発に努める。また、情報収集・分析、内偵活動、機動的な

広域捜査等を積極的に行うほか、中国、東南アジア諸国等からの直航船を始め

とする外国船舶への立入検査を強化する。 

 

⑤  改正ＳＯＬＡＳ条約を踏まえた港湾及び船舶の保安対策の推進（再掲） 
 

ＳＯＬＡＳ条約の一部改正を受けて平成１６年７月から施行された国際航海

船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律に基づき、国際船舶におけ

る保安の確保、国際港湾施設における保安の確保、国際航海船舶等の入港に係

る規制等を実施する。 
 
３  テロの手段を封じ込める対策の強化 
 
①  ＮＢＣテロ等に使用されるおそれのある各種物質の管理体制等の強化 
 
  ＮＢＣテロ等に使用されるおそれのある核物質、放射性同位元素、生物剤、

化学剤等について、テロを防止するため、各関係法令に従って、取扱事業者を

対象とした保管・管理の徹底等の指導や、取扱施設に対する立入検査等を適時

適切に実施する。また、テロリスト等による盗難、流出等を防止するために取

扱事業者が行う保管・管理に関し、放射性同位元素については、ＩＡＥＡにお

ける検討結果を踏まえた上で必要な対策を検討し、化学剤については、その多

様性から取扱事業者の自主的取組に負うところが大きい保管・管理の実態を踏

まえ、テロ対策の観点からの専門的な助言等を行うことができる仕組みの在り

方を検討する。 
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② マネー・ローンダリングに対する厳正な処分の推進（再掲） 
 
 組織的犯罪処罰法や麻薬特例法等の関係法令のほか、ＦＩＵ情報を活用し、

マネー・ローンダリングの関与者を的確に処罰するとともに、マネー・ローン

ダリングに係る犯罪収益の剥奪を徹底し、犯罪収益がテロ活動を含む犯罪活動

や犯罪組織の維持・拡大に利用されること等の防止に努める。 
 
③ 犯罪収益移転防止法の履行に係る特定事業者への指導監督の強化（再掲） 
 
 平成２０年３月から全面的に施行された犯罪収益移転防止法を的確に運用し、

特定事業者が行う本人確認、取引記録等の保存、疑わしい取引の届出等の措置

が確実に行われるように、指導監督を強化する。 
 
④ ＦＩＵの充実・強化（再掲） 
 
 外国ＦＩＵとの情報交換枠組みの設定・締結交渉をより積極的に実施し、外

国ＦＩＵとの緊密な連携を図りながら、マネー・ローンダリング事犯の検挙や

犯罪組織の実態解明を強力に推進するため、ＦＩＵの充実・強化を図る。 
 
⑤ 疑わしい取引に関する情報分析能力の強化（再掲） 
 
 マネー・ローンダリング対策及びテロ資金供与対策を的確に推進するため、

関係省庁間の連携を強化するとともに、犯罪収益移転防止法の規定に基づき届

け出られた疑わしい取引情報について、我が国のＦＩＵにおける迅速かつ的確

な分析能力を強化する。 
 
⑥ ＦＡＴＦ相互審査を踏まえたマネー・ローンダリング等対策の強化（再掲） 
 
 平成２０年に実施されたＦＡＴＦ相互審査の結果等を踏まえつつ、マネー・

ローンダリング等対策を強化するため、関係省庁が連携して、特定事業者によ

る顧客管理の改善を含め、必要な制度の改正及び運用の見直しを推進する。 
 
４  情報収集機能とカウンターインテリジェンス機能の強化 
 
①  テロの未然防止に向けた国内外における情報収集・分析機能の強化 
 
  情報関係省庁間の緊密な連携及び諸外国治安情報機関との情報交換の拡大等

により、テロの未然防止に向けた情報収集・分析機能の強化・高度化を図る。
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また、テロの「兆し（きざし）」に係る情報の提供を確実に受けられるように、

旅館・ホテル業者、爆発物原材料・毒劇物・病原体・毒素・放射性物質等の取

扱事業者、インターネットカフェ事業者、海事・漁業関係者等の民間事業者に

対する働き掛けをより強化する。 
 
②  カウンターインテリジェンス機能の強化 
 
  テロリストによる情報収集・工作活動を封じ込め、諸外国による対日有害活

動に的確に対処するための情報収集・分析能力及び摘発活動を強化する。また、

「カウンターインテリジェンス機能の強化に関する基本方針」に基づき、特別

管理秘密に係る基準の運用を開始するなど、政府の情報保全体制を強化する。

さらに、情報活動に従事する職員に対し、情報保全に関する研修等を実施する。 
 
５  重要施設等の警戒警備及び対処能力の強化 
 
①  テロ等の未然防止のための重要施設等の警戒警備の強化 
 
  主要な重要施設等について、警戒体制・要領、施設管理者との連携要領等の

点検を随時行うとともに、装備資機材の積極的な整備・活用等により、効果的

な警戒警備を推進する。また、施設管理権者等と緊密に連携し、自主警備態勢

の強化を図る。臨海部については、原子力施設、米軍施設、国際空港等に対し、

巡視船艇・航空機による監視・警戒を実施する。特に、原子力施設については、

防護措置の実効性を確保するために、定期的な核物質防護検査を引き続き実施

していく。 
 
②  交通機関のテロ対策の推進 
 
  鉄道、自動車運送及び航空の各事業者に対し、駅構内等における監視カメラ

の増設や巡回警備の強化、バスジャック対策の徹底及び初動対処訓練の実施、

フェンスの強化・センサーの設置拡充等の空港警備の強化、液体物の機内への

持込み制限等手荷物に対する保安強化について要請を行い、その旨を利用者に

周知徹底するなど、交通分野におけるテロ対策の充実・強化に取り組む。 
 
③ 緊急事態への対処能力の強化 
 
  緊急事態への対処能力を強化するため、特殊部隊、ＮＢＣテロ対応専門部隊

等の装備資機材の充実・強化を図るとともに、関係機関が連携し、具体的な事

案を想定した実戦的訓練を徹底する。また、海上における対処能力の向上のた
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め、巡視船艇、航空機の高性能化や個人装備等の充実を図るとともに、必要な

要員を配置する。 
 
６  サイバーテロ対策・サイバーインテリジェンス対策 
 
①  サイバーテロ・サイバーインテリジェンスに関する対策の強化 
 
  サイバーテロ及びサイバー空間における諜報活動（サイバーインテリジェン

ス）への対策を強化するため、サイバー空間におけるテロの予兆等の早期検知・

対処態勢の充実強化を図るとともに、諸外国関係機関との情報交換等国際的な

連携を強化するなどして、攻撃主体・方法等に関する情報収集・分析を継続的

に実施するほか、対処に必要な技術の研究開発を促進する。 
 

②  重要インフラ事業者等との更なる連携の強化 
 
  法執行機関と重要インフラ事業者等との間で実施しているサイバーテロ対処

共同訓練の質的向上を図るなど、重要インフラにおける情報セキュリティ対策

の充実・強化を推進する。 
 
７ 大量破壊兵器の拡散等国境を越える脅威に対する対策の強化 
 
①  大量破壊兵器及び関連物資・技術等の拡散防止に向けた体制の強化等 

 
  大量破壊兵器及び関連物資・技術等の拡散防止のため、情報収集・分析機能

の強化、国連安全保障理事会諸決議の着実な実施、国際的輸出管理レジーム及

び拡散に対する安全保障構想（ＰＳＩ）への積極的参加・貢献、輸出関連企業

及び研究機関等に対する指導啓発の推進並びに不正輸出事案の取締りの強化に

取り組むとともに、安全保障貿易管理強化のための規定の整備を検討し、「海洋

航行の安全に対する不法な行為の防止に関する条約２００５年議定書」の早期

締結等拡散防止強化のための態勢の整備に努める。また、核物質等の不法取引

阻止のため、「メガポート・イニシアティブ」のパイロットプロジェクトを米国

政府等と協力して実施する。 
 
②  海賊対策の強化 
 
  従来からの東南アジア周辺海域における海賊対策に加え、近年のソマリア

沖・アデン湾等の被害の状況等を踏まえ、これを抑止し取り締まるため、法制

度上の枠組みの検討を含め、関係省庁が連携して各種対策を推進する。 
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８ 北朝鮮による日本人拉

ら

致容疑事案等への対応 

 

① 拉致問題解決のための政府一体となった取組の推進 

 

 北朝鮮に対し、引き続き「対話と圧力」の姿勢を堅持し、「拉致問題の解決な

くして日朝国交正常化はあり得ない」との方針の下、すべての拉致被害者の安

全確保及び即時帰国、拉致に関する真相究明並びに被疑者の引渡しを強く求め、

拉致問題対策本部を中心に、日朝協議への真剣な取組、対北朝鮮措置の実施、

捜査努力、関連情報の収集・分析、国際協調、広報活動等に政府一体となって

全力で取り組む。 

 

② 拉致容疑事案等への対応強化のための情報収集・分析機能の強化 

 

 北朝鮮による拉致容疑事案を始めとする対日有害活動に的確に対処するため、

国内における情報収集・分析担当官等の質的・量的充実強化を図るとともに、

外国治安情報機関との情報交換、海外における情報収集活動等を充実させ、情

報収集・分析機能の強化を図る。 

 

③ 拉致問題の解決に向けた外交交渉の継続 

 

北朝鮮による拉致の可能性を排除できない事案に関する捜査・調査の結果、

新たに拉致と認定される事案も含め、北朝鮮に対し、すべての拉致被害者の安

全を確保し、直ちに帰国させるとともに、拉致に関する真相究明及び拉致実行

犯の引渡しを行うように、引き続き強く要求する。また、国連を始めとする多

国間協議や関係各国との緊密な連携を通じて、拉
ら

致問題の解決に向けた国際的

な協調を更に強化する。 

 

④ 北朝鮮による人権侵害問題に関する啓発活動の推進 

 

 国民的問題である拉致問題等への関心と認識を深めるため、「北朝鮮人権侵害

問題啓発週間」中におけるシンポジウム等の開催、関係省庁、地方公共団体に

おけるポスターの掲出、チラシ等の配布、メディアによる周知・広報、講演会・

写真パネル展の開催等様々な啓発活動を実施する。 

 

第７ 治安再生のための基盤整備 

 

１ 人的・物的基盤の強化 
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① 地方警察官等の増員 

 

 治安回復のための諸施策を推進するため、その質の確保に留意しつつ地方警

察官等の所要の増員を図るとともに、警察庁職員の所要の増員を図る。また、

退職した警察職員を交番相談員、警察安全相談員、スクールサポーター等の非

常勤職員等として積極的に活用する。 

 

② 治安関係職員の増員 

 

 迅速な捜査処理、平成２１年５月開始の裁判員裁判等への対応のため、検察

官及び検察事務官の所要の増員を図るとともに、水際対策の強化等のため、税

関職員、港湾保安調査官、海上保安官、入国審査官・入国警備官、査証官、麻

薬取締官、公安調査官の所要の増員を図る。また、矯正処遇の充実のため、矯

正施設職員の所要の増員を図るとともに、更生保護制度の充実強化のため、保

護観察官の所要の増員を図る。 
 

③ 保護司活動の基盤整備 

 

 保護司候補者検討協議会の運営等により、保護司活動に対する地域の理解を

深め、幅広い分野から保護司の候補者を得るとともに、保護司会と地域の関係

機関・団体との連携を強化し、処遇活動、犯罪予防活動を始めとする更生保護

の諸活動を一層促進するための拠点としての更生保護活動サポートセンターの

効果を検証し、その設置拡大について検討する。 

 

④ 現場執行力の強化に向けた教育の推進 

 

 警察官、海上保安官等の職務執行を取り巻く情勢の悪化、大量退職期に伴う

組織の人的構成の変化に的確に対応するため、職場、各級警察学校等において、

現場での対応及び捜査指揮に関する実践的教育を充実させるなど、現場執行力

の強化に向けた教育を推進する。 

 

⑤ 関係機関間における人事交流の促進 

 

 犯罪取締り及び犯則調査等に係る専門家の育成等治安関係職員の質的向上を

図るため、関係機関間における人事交流を促進する。 

 

⑥ 留置施設の整備と留置業務の効率化の推進 
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 留置施設の過剰収容の緩和・解消を図り、被留置者の適正処遇を推進するた

め、留置施設及び留置保護室の整備を推進する。また、留置管理業務を効率化

するため、集中護送制度の導入とこれに必要な検察庁等における待機場所の確

保等を図る。 

 

⑦ 治安関係施設等の整備 

 

 事案の真相究明に必要な取調べ環境を確保するため、警察署や検察庁等の取

調べ室の改修等の所要の体制整備を着実に推進するとともに、被保護者の問題

性に応じた専門的な処遇機能を伸張し、再犯防止及び社会復帰促進の強化を図

るため、更生保護施設の人的・物的基盤の強化を推進する。また、更生保護施

設に対する地域社会からの一層の理解・協力の獲得を促進するとともに、運営

主体の参入促進方策について検討する。さらに、刑務所を始めとした矯正施設・

宿舎の整備を図り、被収容者処遇の適正化を図る。 

 

⑧ 現場執行力の強化に向けた装備資機材等の整備 

 

 社会的反響が極めて大きい凶悪重大事件、大規模災害、街頭犯罪・侵入犯罪

等に的確に対応するため、映像伝送用の通信資機材や銃器使用立てこもり対策

用の資機材等各種装備資機材等の整備を推進する。また、巡視船艇、航空機、

車両等の老朽化に伴う代替整備、「空き巡視艇ゼロ」を目指した複数クルー制の

拡充を推進する。 

 

⑨ 警察の現場執行力の強化に向けた技術の活用 

 

 １１０番通報に迅速かつ的確に対処するため、緊急配備支援システム、地図

情報システム、カーロケータ・システム、メール１１０番受付システム等の整

備を促進することにより、通信指令システムの高度化を図るとともに、通信事

業者と連携し、携帯電話、ＩＰ電話等を利用して１１０番通報を行った場合で

も、ＧＰＳ等を活用することによって、受理側で発信位置を特定することので

きるシステムの整備を推進する。また、緊急車両が現場に到着するまでの時間

の短縮と緊急走行に伴う事故防止を図るため、緊急車両の優先信号制御を行う

システムの整備を推進する。 

 

⑩ 警察の情報基盤の強化 

 

 情報の機密性・完全性・可用性を確保しつつ、情報管理システムの信頼性の
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向上等を図ることにより、犯罪の検挙等に必要な警察の情報基盤を強化する。 

 

⑪ 治安関係機関の通信システムの高度化 

 

 警察基幹通信網について、光ネットワーク等の高速な回線の順次導入及び既

存回線の組合せによる高度化・堅牢化を図るとともに、高度化した警察基幹通

信網の運用に当たるための高度な技術を身に付けた第一線警察職員の育成を推

進する。また、地上テレビジョン放送のデジタル化完了後の空き周波数を有効

利用し、安全で安心な社会の実現のため、警察、消防、防災等の関係各機関の

共同利用型の公共ブロードバンド移動通信システムの実用化に向けて検討する。 

 

⑫ 各種調査研究等の実施 

 

 犯罪者を生まない社会の構築のため、家庭環境と犯罪との関係についての調

査研究、犯罪報道が犯罪に与える影響についての調査研究、少年問題に関する

共同研究、来日外国人少年の非行防止対策に関する調査研究、無差別殺傷事件

の社会的背景等に関する調査研究等を実施するとともに、安全で安心な社会を

実現するため、競争的資金等を活用し、危険物検知のためのセンサー技術に関

する研究開発等を推進する。また、依然として厳しい治安情勢に的確に対応す

るとともに、行政の一層の高度化を図るため、諸外国の治安情勢、法制度等に

関する海外調査研究を推進する。 

 

２ 犯罪の追跡可能性の確保、証拠収集方法の拡充 

 

① 犯罪の痕跡の確実な記録と迅速かつ的確な犯罪捜査への協力確保 

 

 犯罪の痕跡が確実に記録されるようＡＴＭ・コンビニエンスストア等に設置

される防犯カメラ映像や携帯電話の通話履歴の保存期間の延長、固定電話の通

話履歴中の架電先電話番号の明示、自動販売機への防犯カメラの設置等の措置

について、電気通信事業者、金融機関等の事業者に更なる理解を求め、捜査へ

の協力を確保する。また、捜査に不可欠な情報をより迅速かつ的確に収集する

ことができるよう、捜査関係事項照会等への迅速かつ的確な対応を促す。 

 

② 国民からの情報提供の促進 

 

広く国民から重要凶悪犯罪の被疑者検挙に資する情報の提供を受けるため、

捜査特別報奨金制度を一層活用するなど、有効な方策について検討する。 
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③ 自動車ナンバー自動読取システムの一層の整備活用 

 

 盗難自動車の発見や自動車を利用した重要犯罪の捜査に高い効果を発揮する

自動車ナンバー自動読取システムの整備活用を一層推進するとともに、手配車

両以外の車両が捜査の対象とされないようにするため、ナンバープレートの盗

難に遭った被害者からナンバープレートの再交付申請がなされた場合には同一

の登録番号の交付を行わないよう適切に対応する。 

 

④ 客観的な証拠の収集方法の整備強化 

 
 ＤＮＡ型データベースの拡充、ＤＮＡ型鑑定資機材の整備、ＤＮＡ型鑑定に

係る人材育成等を着実に推進する。また、通信傍受、ＤＮＡ型鑑定等の捜査手

法の適正かつ効果的な運用に努めるともに、より効果的な活用に向けた方策に

ついて検討する。 
 
⑤ 犯罪捜査活動の密行性の強化 
 
 捜査用車両を使用した犯罪捜査活動の密行性を確保するための方策について

検討する。 
 

⑥ 死因究明体制の強化 

 

 死体取扱数の増加に対応するため、的確な検視の実施に資する人員の増強、

施設・資機材の整備、死亡時画像病理診断の積極的活用、医師の死体検案に対

する意識・能力の向上を推進するとともに、解剖医・解剖施設の充実、大学医

学部の法医学講座等との連携促進、監察医制度の更なる活用等死因究明体制を

強化するための方策について検討する。 

 

⑦ 科学捜査力の充実・強化 

 

 より効率的な犯罪捜査のため、科学捜査に係る組織体制の整備、鑑識・鑑定

資機材及び情報技術解析用資機材の整備・高度化を推進するとともに、画像の

高度解析技術等先進的な科学技術の犯罪捜査への活用を一層推進する。また、

新たな通信手段に対応した逆探知技術や通信傍受技術について研究開発を推進

するとともに、携帯電話等の電子機器等を解析する能力の強化、解析に関する

高度な技術を身に付けた第一線職員の育成、国内外関係機関・民間企業との連

携等デジタルフォレンジックに係る取組を強化する。さらに、被疑者三次元顔

画像データベースの整備について検討する。 
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⑧ 社会・経済情勢の変化に応じた有効な捜査手法等の導入・活用の検討 

 

 犯罪の凶悪化、組織化及び複雑化等に適切に対処し、犯人の特定・検挙や事

案の真相解明をより効果的に行うことができるようにするため、諸外国におい

て活用されている刑事免責、おとり捜査・潜入捜査、通信傍受等の捜査手法の

導入又は積極的活用について検討する。 

 

⑨ 犯罪の発生原因等の総合的分析の推進 

 

 被疑者の早期検挙を可能とするため、犯罪関連情報の総合的分析の一層の推

進やプロファイリングの積極的活用に努めるとともに、効果的な犯罪対策に係

る政策形成を促進するための基礎情報を得るため、先進諸国で行われている犯

罪問題研究の内容を参考にしつつ、犯罪被害調査の反復・継続的実施、関係研

究機関による犯罪情勢に関する情報の共有化、犯罪対策の効果に関する評価研

究を引き続き総合的に推進する。 

 

３ 裁判への的確な対応 

 

① 裁判員裁判への的確な対応 

 

 自白の任意性の効果的かつ効率的な立証のため、警察捜査における取調べ状

況の一部録音・録画の試行を実施する。また、「分かりやすい立証」の観点から、

供述調書を含む各種捜査書類作成要領の検討・作成、公判廷における警察官の

証言技術・能力の向上のための教育等を推進する。 

 

② 迅速で充実した公判審理の実現 

 

 刑事裁判について、検察官の公判遂行能力の向上、集中的審理の積極的実施

等により、充実した公判審理の実現に努め、迅速かつ適正な刑罰権の実現を図

り、国民の刑事司法に対する信頼にこたえるための取組を推進する。 


